
原子力災害時における医療体制

 放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、下図の医療体制により、適切に対応。

PAZUPZ
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国立大学法人広島大学

鳥取県立中央病院

鳥取大学医学部附属病院

島根県立中央病院

島根大学医学部附属病院

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構

支
援

協
力

高度被ばく医療支援ｾﾝﾀｰ及び
原子力災害医療・総合支援ｾﾝﾀｰ ※国が指定

【国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、

国立大学法人広島大学等】

原子力災害拠点病院では対応できない高度専門
的な診療を行うほか、原子力災害拠点病院等で
の診療に対して専門的助言を行う。
また、原子力災害医療・総合支援ｾﾝﾀｰは原子力
災害医療派遣ﾁｰﾑの派遣調整を行うほか、平時
から原子力災害拠点病院へ研修、指導、助言を
行う。

原子力災害時において、汚染の有無に
かかわらず傷病者等を受け入れ、被ば
くがある場合には適切な診療等を行う。

原子力災害拠点病院 ※各県が指定

【4医療機関】

（島根県立中央病院、島根大学医学部附属病院）

（鳥取県立中央病院、鳥取大学医学部附属病院）

原子力災害医療協力機関 ※各県が登録

【33医療機関】

（松江市立病院、松江赤十字病院など19）

（済生会境港総合病院、鳥取県立厚生病院など14）

原子力災害医療や立地道府県等が行う
原子力災害対策等を支援する。

まつえし まつえ

さいせいかいさかいみなと

（凡例）

：原子力災害拠点病院

：原子力災害医療協力機関



11．実動組織の支援体制
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島根地域周辺の主な実動組織の所在状況

 不測の事態の場合は、島根県、鳥取県及び関係市からの要請により、実動組織（警察、消防、海保庁、
自衛隊）による各種支援を必要に応じて実施。
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PAZ

安来警察署

松江市消防本部
境港警察署

安来市消防本部雲南消防本部

出雲市消防本部

米子警察署

琴浦大山警察署

鳥取県警察本部

雲南警察署

出雲警察署

松江警察署

鳥取県西部広域
行政管理組合消防局

美保基地（航空自衛隊）

美保分屯地（陸上自衛隊）

美保航空基地（海上保安庁）

境海上保安部

UPZ

舞鶴地区
（海上自衛隊）

鳥取海上保安署

米子駐屯地
（陸上自衛隊）

島根県警察本部

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
（島根県原子力防災ｾﾝﾀｰ）

出雲駐屯地
（陸上自衛隊）

いずも

いずもし

いずも

まつえ

まつえし

うんなん

うんなん やすぎ やすぎし

よなご

よなご

さかいみなと

さかい

みほ

みほ

みほ

ことうらだいせん

まいづる



UPZ

 地域ﾚﾍﾞﾙで対応困難な支援要請があった場合は、島根県、鳥取県及び関係市からの各種要請を踏
まえ、政府をあげて、全国規模の実動組織による支援を実施。

 要請の窓口となるｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（実動対処班）において集約された各種要請等に対し、原子力災害対
策本部（官邸・ERC（原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ））の調整により、必要に応じ全国の実動組織（警
察、消防、海保庁、自衛隊）による支援を実施。
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実動組織の広域支援体制

原子力災害対策本部
（首相官邸）

現地における
各種要請の集約

政府の調整結果に基づく
現地派遣指示

災害派遣・原子力
災害派遣
全国の陸・海・空の
自衛隊による支援

警察災害派遣隊
全国の都道府県警察
による支援

緊急消防援助隊
全国の市町村消防
が所属する都道府
県単位による支援

巡視船艇・航空機
の派遣
全国の管区海上保
安本部による支援

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
（島根県原子力防災ｾﾝﾀｰ）

全国の実動組織による支援



＜自衛隊＞

陸上自衛隊中部方面総監部
海上自衛隊舞鶴地方総監部
航空自衛隊西部航空方面隊

等

＜警察＞
島根県警察
鳥取県警察
中国四国管区警察局

等

＜消防＞

松江市消防本部
その他関係市管轄消防機関

＜海保庁＞

境海上保安部
第八管区海上保安本部

 施設敷地緊急事態の時点で施設敷地緊急事態要避難者の避難が開始されることから、島根県、鳥取県及び
関係市で避難手段の確保が困難になった場合に備え、現地事故対策連絡会議を開催するとともに、ｵﾌｻｲﾄｾ
ﾝﾀｰ実動対処班を設置（対象となる要員は、必要に応じ施設敷地緊急事態に至る前から体制立ち上げ）。施
設敷地緊急事態以降、原子力緊急事態の解除までの間、継続して対応を実施。

※ ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ実動対処班要員参集前に各種要請があった場合は、ERC実動対処班が連絡・調整を実施
→ 不測の事態における島根県、鳥取県及び関係市からの各種支援の要請に対し、実動組織（警察、消防、海保

庁、自衛隊）が連携の上、迅速な対応体制を構築

PAZ内に係る

施設敷地緊急事態要避難者等※1
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

実動対処班
（原子力規制庁、島根県、鳥取県、

警察、消防、海保庁、自衛隊）

部隊等
派遣

状況報告

対応連絡

現地事故対策
連絡会議※2

連携

調整

関係市鳥取県

※1 施設敷地緊急事態での避難対象者を示したもの。全面緊急事態ではPAZ内の一般住民等、OILによる防護措置実施時ではUPZ内のうち対象地域の住民等が対象となる
※2 全面緊急事態以降は、原子力災害合同対策協議会で情報共有

医療機関・社会福
祉施設の入所者

ERC
実動対処班

ﾃﾚﾋﾞ会議等
を活用し随時
情報共有

ERC:原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ

島根県

施設敷地緊急事態からの現地実動組織の体制

まつえし さかい
まいづる

等

妊婦、授乳婦、乳幼児、乳幼児
とともに避難する必要のある者

在宅の避難
行動要支援者

安定ﾖｳ素剤を服用できないと
医師が判断した者
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 自然災害等により、避難経路等を使用した車両等による避難ができない場合は、島根県、鳥取県及
び関係市からの要請により、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）による各種支援を必要に応じて
実施。

自然災害等により道路等が通行不能になった場合の対応自然災害等により道路等が通行不能になった場合の対応

UPZPAZ

自治体等と連携の上、通行不能となっ
た道路への他の車両の流入防止

避難先又は陸路で避難可能な場所
までﾍﾘｺﾌﾟﾀｰにより避難

空路や海路に
よる避難

空路や海路に
よる避難
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＜凡例＞

：道路情報板設置箇所

：ﾍﾘﾎﾟｰﾄ適地等

：港湾・漁港



緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ支援
被害状況の把握
避難の援助
人員及び物資の緊急輸送
緊急時の避難退域時検査及び簡易除染
人命救助のための通行不能道路の啓開作業

自然災害などの複合災害で想定される実動組織の活動例

現地派遣要員の輸送車両の先導
避難住民の誘導・交通規制
避難指示の伝達
避難指示区域への立入制限等

避難行動要支援者の搬送の支援
傷病者の搬送
避難指示の伝達

巡視船艇による住民避難の支援
緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ支援
漁船等への避難指示の伝達
海上における警戒活動

 島根県、鳥取県及び関係市との調整を踏まえ、必要に応じ広域応援を実施。

警察組織

消防組織

海上保安庁

防衛省

137



 

府政原防第６３６号 
令和３年６月２５日 

 
関係道府県防災主管部長  殿 
関係道府県原子力防災主管部長 殿 
 

内閣府政策統括官（原子力防災担当）付 参事官（企画・国際担当） 
参事官（地域防災担当） 

（公印省略） 
 

原子力災害に係る個別避難計画の作成等に当たっての留意点について 
 
平素より防災対策及び原子力防災対策の推進に御尽力いただきありがとうございます。 
災害対策基本法等の一部を改正する法律（令和３年法律第３０号）等による改正後の災害

対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）及び原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律
第１５６号。以下「法」という。）の適正な運用に当たり、原子力災害に係る個別避難計画
の作成に係る留意点を下記の通り示しますので、執務上の参考とされるとともに、貴道府県
内の市町村に対しても周知いただきますようお願いします。 
なお、本通知の作成に当たっては、内閣府（防災担当）及び消防庁にも確認をしておりま

す。また、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定
に基づく技術的助言として発出するものであることを申し添えます。 
 

記 
 
１．原子力災害に係る個別避難計画の作成等について 
〇 改正後の災害対策基本法においては、個別避難計画の作成の努力義務化等に係る規
定が新設されたところであるが、当該規定は原子力災害についても適用され、法におい
ても必要な読替え規定が整備されたところ。 

〇 このため、原子力災害対策指針に定める原子力災害対策重点区域をその区域内に含
むなど、原子力災害への対応が必要と考える市町村は、避難行動要支援者名簿を作成し
ている者につき、水害や津波・地震等に加え、原子力災害も想定した個別避難計画を作
成等すべきである。当該市町村において原子力災害を想定した個別避難計画の作成等
を行うに当たっては、「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（平成２５
年８月（令和３年５月改正）内閣府（防災担当））を参照するとともに、本通知に基づ
き対応すること。 

〇 各市町村においては、原子力災害対応の特性を踏まえ、原子力災害に係る個別避難計
画の作成・活用方針等に関して、地域防災計画等に必要な定めを行い、優先度や段取り、

その他参考資料 



 

様式に記載すべき事項等を検討した上で、原子力災害に係る個別避難計画の作成等に
取り組むこと。なお、原子力災害と原子力災害以外の災害（以下「一般災害」という。）
対応に係る個別避難計画は、それぞれの計画の作成が求められるが、個人情報の取り扱
い等に留意しつつ、一般災害の個別避難計画の特記事項として原子力災害の留意事項
を記載等するなどして共有化することも考えられる。 

 
（特記事項への原子力災害に係る追記事項例） 
・原子力災害対策重点区域（PAZ又は UPZ）の区分 
・施設敷地緊急事態要避難者の該当可否（PAZに限る。） 
・避難に当たっての一次集合場所（自家用車以外で避難する場合に限る。） 
・放射線防護対策が講じられた施設等の名称及び住所（PAZ 内の施設敷地緊急事態要
避難者のうち避難の実施により健康リスクが高まる者の場合に限る。） 

・避難先市町村名（予め避難先施設が決まっている場合には、その名称及び住所を記
載。） 

 
２．個別避難計画の作成等に当たっての一般防災部局及び原子力防災部局の連携について 
 原子力災害と一般災害に係る個別避難計画等の取組を連携させることが、当該取組の推
進を加速する場合には、以下に示す各事項に留意して連携を図ることが望ましい。 
 
〇 個別避難計画の作成に当たっては、原子力災害対応に特化したデータ収集等に必要
な経費（調査費等）については原子力発電施設等緊急時安全対策交付金の活用も可能で
あるが、作業や経費が重複することのないよう、一般防災部局及び原子力防災部局にお
いて十分に連携すること。 

〇 連携方策として、具体的には、 
・各市町村内に「避難行動要支援者連絡会議（仮称）」が設置される場合に、一般防災
部局のみならず原子力防災部局も参画する等、関係部局間における密接な情報共有・
検討体制を整備すること 

・原子力災害と一般災害に係る避難行動要支援者名簿及び個別避難計画について、避難
支援等を実施する上で配慮すべき心身に関する情報の取得や、避難行動要支援者及
び避難支援等実施者からの同意取得等の作業を両部局において一体的に行うこと 

等の取組みが考えられる。 
 

以上 
 
 
 
 

（問合せ先） 
内閣府政策統括官（原子力防災担当）付 
参事官（企画・国際担当）付 佐藤、岡口 

Tel：03-3581-4230 
参事官（地域防災担当）付  小林、桂 

Tel：03-3581-3463 
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